
◆◆令和４～6 年物品調達における障害者多数雇用事業者認定申請の手引◆◆ 
 

 

 

 
■ 障害者多数雇用事業者として認定された場合の優先的取扱いの内容 
 
 
 
 
 
■ 障害者多数雇用事業者の要件（次の全ての要件を満たす必要があります。） 
 ○ 本県の競争入札参加資格（物品）を有していること。 
 ○ 県内に本店，支店，営業所等（以下「県内の事業所」という。）のいずれかを有していること。 
 ○ 申請日の前月の初日現在において，県内の事業所での障害者の雇用割合が 4.６％以上であること。 
 
                 雇用障害者数（短時間労働者を含む） 
障害者の雇用割合(%)＝  ―――――――――――――――――――-――――――――――×100 

              県内の事業所における常用雇用労働者の数（短時間労働者を含む） 
 
注１ 常用雇用労働者の数のうち，短時間労働者は１人をもって 0.5 人として算定してください。（注 2，注３

に該当する場合を除く。） 

注２ 重度身体障害者及び重度知的障害者は，１人をもって２人として算定してください。ただし，短時間労働

者である重度身体障害者及び重度知的障害者は，1 人をもって 1 人と算定してください。 

注３ 短時間労働者である精神障害者で，次のいずれにも当てはまる場合は 1 人をもって 1 人と算定してくだ

さい。 

  ・雇入れから３年以内の方 又は 精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方 

  ・令和５年３月 31 日までに雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方 

注４ 43.5 人未満（事業主・役員を除く）の事業所のみ，事業主・役員が障害者の場合，常用雇用労働者数に

事業主・役員数を加えることが可能です。 

 
■ 対象となる契約種目等 
 ○ 広島県の物品・委託役務競争入札参加資格審査申請時にあらかじめ申し出て認定を受けたものに

限ります。（必ず事前又は同時に広島県物品・委託役務競争入札参加資格審査申請（申請受付：県
総務事務課）を行ってください。） 

○ 広島県が調達する物品を対象とします。 
 
■ 申請手続等 
  広島県の「令和４～６年物品・委託役務競争入札参加資格審査申請書様式第 1 号｣の写し(電子申請
の場合は申込内容を印刷したもの)を添付の上，別紙様式第１号及び第２号により申請してください。
（郵送可）様式は「わーくわくネットひろしま」からダウンロードすることが出来ます。なお，審査
の際には，現地調査を行う場合があります。 

 
■ 申請受付期間 
  令和４年１月７日（金）～令和 6 年１１月１５日（金） 必着 
（土曜日，日曜日及び祝日を除く）受付時間 9 時～12 時，13 時～17 時 
 
■ 申請先及び問合せ先 

〒730-8511 広島市中区基町 10-52  広島県商工労働局雇用労働政策課 
 ＴＥＬ（082）513－342４   ＦＡＸ（082）222－5521 

    

■ 障害者多数雇用事業者名簿の公表 
  障害者多数雇用事業者として認定された事業者名等を，障害者多数雇用事業者名簿へ登載し， 

わーくわくネットひろしま（https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/work2/）， 
県の調達情報ホームページ（https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/）上で公表します。 

 
 

 広島県では，平成 18 年４月から，物品の調達に当たり，積極的に障害者を雇用している県内の

事業者を障害者多数雇用事業者として認定し，当該事業者に対する受注機会の拡大を図る制度を開

始しています。 障害者多数雇用事業者の認定申請は，次のとおり受け付けます。 

 

 

○ 指名競争入札の際，障害者多数雇用事業者を１者以上指名します。 

○ 随意契約の際，原則として１者以上の障害者多数雇用事業者を見積合わせに加えます。 

※障害者の要件は別表のとおり 

https://chotatsu.pref.hiroshima.lg.jp/


■ 認定の有効期間 
  認定日から令和６年 12 月 31 日まで 
 
■ 雇用状況報告 
  障害者多数雇用事業者は，毎年６月 30 日までに，所定の様式（「わーくわくネットひろしま」に
掲載）により障害者の雇用状況を報告する必要があります。 

 
■ 変更等の届出 
  認定内容に変更が生じた場合や，障害者多数雇用事業者の要件に該当しなくなった場合（各月初日
の障害者の雇用状況が，２か月連続して 4.６％を下回った場合等）は，所定の様式（わーくわくネッ
トひろしまに掲載）により届け出る必要があります。 

 

別表 
障害者の種別ごとの要件について 

障害者の種別 
要       件 

（障害者の種別ごとに，各要件のいずれかに該当していること。） 

障 
 

 
 

 

害 
 

 
 

 

者 

身体障害者 ・身体障害者手帳の等級が１級から６級に該当する者 

・身体障害者手帳の７級に掲げる障害が２以上重複している者 

 重度身体障害者 ・身体障害者手帳の等級が１級又は２級の者 

・身体障害者手帳の３級に掲げる障害が２以上重複している者 

知的障害者 ・療育手帳の所持者 

・児童相談所，知的障害者更生相談所，精神保健福祉センター，

精神保健指定医又は障害者職業センターにより，知的障害があ

ると判定された者 

 重度知的障害者 ・療育手帳の所持者で，障害の程度がＡ又は◯Ａと判定された者 

・児童相談所，知的障害者更生相談所，精神保健福祉センター，

精神保健指定医又は障害者職業センターにより，知的障害の程

度が重いと判定された者 

精神障害者 ・精神障害者保健福祉手帳の所持者 

・統合失調症，そううつ病，てんかんにかかっており，医師の診

断書等により確認可能な者 

そ 

の 

他 

の 

障 

害 

者 

発達障害者 ・自閉症，アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害，学習障

害，注意欠陥多動性障害等の脳機能障害を有し，医師の診断書

等により確認可能な者 

高次脳機能障害者 ・外傷性脳損傷，脳血管障害等により脳に損傷を受け，その後遺

症等として生じた記憶障害，注意障害，社会的行動障害などの

認知障害等を有し，医師の診断書等により確認可能な者 

難病を有する者 ・原因不明，治療方法等未確立であり，かつ，後遺症を残すおそ

れが少なくない疾病や，経過が慢性にわたり，単に経済的な問

題のみならず介護等に著しく人手を要するために家族の負担

が重く，また精神的にも負担の大きい疾病を有する者で，医師

の診断書等により確認可能な者 

その他の者 ・身体障害者手帳の等級が７級に該当する者 

・低身長症等の疾患，若しくは上記精神障害には当てはまらない

精神疾患等を有し，医師の診断書等により確認可能な者 
 


